
Ⅰ－１３７ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 ６ 章 管路の構造設計 

6.1 設計基準値等 

6.1.1 埋設深 

 

 

 

 

 

 

 

6.1.2 荷重・土質係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)管路上部等の条件に応じた標準的な設計埋設深さを明示す

る。 

 

 

 

 

 

 

a)設計に用いた各種の設計荷重及びそれらの組み合わせ条件を

明示する。 

b)土質係数は、変形遅れ・基準反力係数・その他基礎地盤及び

埋戻し材料に関する主要な設計数値を明示する。 

 

 

 

 

 

第 ６ 章 管路の構造設計 

6.1 設計基準値等 

6.1.1 埋設深 

(例)  1)埋設深 

埋設深は管頂から埋戻し土の表面までの深さで、埋設場所により以下の通りとする。 

（設計基準『パイプライン』P○○） 

a)道路下埋設 

1)公道下及び道路構造令に準拠する農道下 ------------ 1.2m以上 

2)道路構造令に準拠しない農道下 -------------------- 1.Om以上 

 

6.1.2 荷重・土質係数 

(例)    ・土の単位体積重量 ------------ ○○.○(kN/m3) 

・土の内部摩擦角(φ) ---------- ○○° 

・基礎材反力係数(e') ---------- 矢板施工の場合○○(kN/m2) （設計基準『パイプライン』P○○） 

---------- 素堀施工の場合○○(kN/m2) 

基礎材の反力係数は、複数年にわたって口径1,000㎜以上の管路の設計施工が 

継続する場合は、たわみ量試験によって決定する。（設計基準『パイプライン』P○○） 

しかし、たわみ量試験を行っていないため、下式により基礎材の反力係数を算出する。 

e'=e'0・αa・αb・αw 

=3000×○.○×○.○×○.○=○○○○(kN/m2) ・・・矢板施工の場合 

=4000×○.○×○.○×○.○=○○○○(kN/m2) ・・・素堀施工の場合 

e' : 基礎材の反力係数(kN/m2) 

e'0 : 現地盤、施工方法、基礎材による基準反力係数(kN/m2) 

表-○.○ 基礎反力係数 e'0 (kN/m
2) 

 施工方法 矢板施工 素堀施工 

現地盤の土質    基礎材料 砂質土 礫質土 砂質土 礫質土 

礫 質 土 3500 5000 4500 6000 

砂 質 土 3000 4000 4000 5500 

粘 性 土 2500 3500 3000 4000 

そ の 他 1000 1500 1500 2000 

αa : 溝幅による補正係数(現地盤が岩盤の場合は補正しない。) 

          

Bc：設計の管心レベルの溝幅(m)  

Bs：標準溝幅(m) 

αb : 基礎材の締固め度合いによる補正係数 

αw : 地下水位の影響による補正係数 
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6.1.3 管体の強度等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)設計管種及び比較検討した管種の基準強度等を明示する。 

b)既製管については継手の基準性能等も併記する。 

c)強度等の基準値として規格値を引用した場合は、その規格

名・製品規格 No等を明示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.1.3 管体の強度等 

（例） 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

6.1.4 その他 

 

 

 

 

 

 

 

6.2 管種の選定 

6.2.1 管種の比較検討 

(1)選定条件等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)同一管種を採用する区間ごとに、管種選定に関する主要な条

件を記述する。 

b)選定条件に適合可能な管種を掲げ、適合性の評価項目と評価

結果を記述する。 

c)管種選定は管径と一体的に検討するので、管径との関連性を

明確に説明すること。 

d)選定条件・評価項目・結果を一覧表で明示する。 

 

 

 

6.1.4 その他 

（例）   管体または継手の水密性能は、次式により求まる値以上とする。 

     Hsc≧S・H 

    ここに、 

     Hsc：管体または継手の水密性能のうち小さい数値(Mpa) 

     H ：設計水圧（静水圧＋水撃圧）(Mpa) 

     S ：安全率（一般に2.0以上とする） 

 

6.2 管種の選定 

6.2.1 管種の比較検討 

(1)選定条件等 

（例）       管種の選定条件を一覧表にて示す。 

適合管種の下表２種類以外に、鋼管及びコア式プレストレスコンクリート管が設計内圧の観点から適合する

が、下記の理由により比較対象管種から除外する。 

1)鋼管（SP） 

鋼管は、パイプラインでの使用実績は数多いものの中高圧管路で使用される場合が多く、低中圧管路で

使用した場合、一般的に工事費は他管種と比べて割高となる。また、当管路は現況施設（主として開水

路）の代替施設となるため工事施工条件として施工期間の制約を受けることとなり、溶接継手である鋼管

は工期の面で明らかに不利となる。 

2)コア式プレストレスコンクリート管（PC） 

コア式プレストレスコンクリート管は、一般的に流量が比較的小さい低中圧管路に用いられる場合が多

く、本路線のように内圧が○○MPa、および流量が多い管路に使用された実績は少ない。 

また、PC管はその構造上から他の管種に比べて重量があるという特性を持つことから、地盤の悪い地域で

は継手の水密性の面で他管種に比べ劣る。 

 

表-○.○ 選定条件一覧表 

項目 選定条件 備考 

管径 
前後の施工済み区間より、 

φ○○○～○○○の範囲とする。 

 

内圧 ○○MPa以下  

適合管種 
ダクタイル鋳鉄管 

強化プラスチック複合管 
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(2)比較案の評価 

 

 

 

 

(2)比較案の評価 

（例） ダクタイル鋳鉄管および強化プラスチック複合管の比較検討結果一覧表を下記に示す。 

   検討の結果、ダクタイル鋳鉄管を採用する。 

表-○.○ 比較検討結果一覧表 

項目 ダクタイル鋳鉄管 強化プラスチック複合管 備考 

施工性 

 接合 

 天候の影響 

 管の運搬 

○ 

 

・容易 

・影響されにくい 

・単位重量が重い（○t/m） 

◎ 

 

・容易 

・影響されにくい 

・単位重量が軽い（○t/m） 

 

耐久性 
○ 

・内面モルタルライニングのた

め浸食性、耐久性に優れる。 
○ 

・耐食性、耐摩耗性、耐電食性

に優れる。 

 

可とう性 
○ 

・継手にゴム輪を使用するため

可とう性に優れる。 
○ 

・同左  

水理特性 

○ 

・曲管は、わん曲曲管のため損

失が少ない。C=130 △ 

・曲管は、屈折曲管のため損失

が大きいが流速係数は大き

い。C=150 

 

経済性 ◎ ○○○, ○○○千円/m ○ ○○○, ○○○千円/m  

総合判定 ◎採用 ○  

    比較検討の結果、水理特性に優れ、最も経済的なダクタイル鋳鉄管を採用する。 
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項    目 記   載   要   領 記   載   例 

6.2.2 設計管種・管径 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3 基礎工 

 

 

 

 

 

 

6.3.1 基礎工法の選定 

    (1)工法の比較検討 

    

 

a)選定した管種・管径とその標準採用区間を一覧表で明示す

る。 

b)実施設計に当たって、標準採用区間及び管種選定に関してさ

らに検討すべき事項があれば記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)6.2.2 で記述した設計管種・管径の標準採用区分ごとに記述

する。 

b)軟弱地盤区間等における特殊な基礎工法の検討を実施した場

合は、この様式に準じて記述する。 

c)基礎地盤の性状を推定した部分については、その旨を必ず明

記する。 

 

a)基礎工法（構造）に関する比較検討結果を記述する。 

  

 

6.2.2 設計管種・管径 

（例） 

管体構造計算結果表 

 

 

6.3 基礎工 

    

 

 

 

 

 

6.3.1 基礎工法の選定 

(1)工法の比較検討 

（例） ・基礎材及び埋戻し材料の決定 

基礎材、埋戻し材料決定に際し、摘要管級との組み合わせによる経済比較を行い、最も経済的な材料を選定する。 

経済比較を行う前に、施工断面ごとの管体構造計算結果より次のことが判明する。 

○素堀開削工法（現地盤:レキ質土）区間においては、口径変化を問わず基礎材、埋め戻し材を変えても、e'値の増

減はあるものの摘要管種の変化はほとんど認められない。従ってこの区間での基礎、埋め戻し材はSP材が安価とな

る。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 設計工法の概要 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)工法の概要及び設計・施工上の特長又は留意事項を記述す

る。 

 

○鋼矢板工法（現地盤:砂質土）区間は、砂基礎の場合e'=31.5、砕石基礎の場合e'=45と違うものの、所要耐圧ごと

の管級は上記の素掘開削工法同様、管級の変化はない。従って、基礎材、埋め戻し材ともSP材が安価となる。 

○鋼矢板工法（現地盤:粘性土、シルト質）区間で砂基礎を用いた場合、いずれの口径も耐圧別においては、FRPM1

種管の選定は無理となる（管体構造計算結果より、設計たわみ率を満足しない）結果となり、FRPM管選定上、基

礎材、埋め戻し材ともクラッシャラン（C-40）の採用が基本となる。 

  摘要管級及ぴ基礎、埋め戻し材組み合わせによる管埋設断面比較素堀開削工法（現地盤:粘性土）区間において

は、基礎材、埋め戻し材を種々変えることにより経済的な管級を選定することができる。次表に「基礎・埋め戻

し材選定一覧表」を示す。 

      

 

 

(2) 設計工法の概要 

（例） 管体の基礎工法 

管体の基礎工法は、管体の設計条件、基礎の土質、地下水の状態、管の種類、口径、施工方法および経済性を考

慮して適切な工法を選定しなければならない。基礎工法は現地の状態を十分把握して決定されるべきであるが、一

般的には次の通りである。 

なお、基礎の施工支持角2θ'は、とう性管の場合360°、不とう性管の場合120°以上とする。 

1)岩盤の場合 

管体の布設地盤が岩盤等堅固な場合、管体を直接地盤の上に布設すると、管材部と地盤との間に不陸が生

じて管体に局部的な集中反力が発生し、管体の折損及び破壊等の事故を引き起こすことがあるので、下図に

示すように、砂又は良質土で300㎜以上置換し十分締固めた基床を設ける。 

なお、口径が300㎜以下の小口径では、当該口径に相当する基床厚とし、最小基床厚は100㎜以上確保する

ものとする。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3.2 基礎・埋戻し材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)基礎及び管体埋戻し用の材料に関する事項を記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

                図○.○岩盤の場合 

2)普通地盤の場合 

直接管体を布設すると不同沈下が起こる可能性が予測される地盤は、砂又は良質土で十分締固めた基床を

設け、その上に管体を布設する。(下図および下表参照) 

                            表○.○普通地盤の基床厚  

 

 

 

 

 

 

      図○.○普通地盤の場合 

  

 

6.3.2 基礎・埋戻し材料 

（例）  基礎及び埋め戻し材料の検討 

本地区において、入手可能でかつ基礎及び埋め戻し材料として適している材料は、次の通りである。 

洗砂（SP相当） 

河砂（SW相当）・・・・・入手困難 

クラッシャラン（C-40）:（G、GS、GF相当品） 

粒調砕石 M-40 

基礎材は・上記河砂（SW）の入手が困難なことから、これ以外について検討を行う。又、粒調砕石（M-40）に

ついても材料単価が最も高価なため、比較対象より除く。（構造計算上用いられる設計支持角は下表G、GS、GF、

GP、GSPともに120°が採用されるため、高価な粒調砕石は不経済となる。） 

以上の理由によりSP、クラッシャラン（C-40）の2材料についてe'の設定と摘要管級との総合検討を行い、最も経

済的な基礎材と埋め戻し材を選定する。なお、基礎材の最大粒径はFRPM（φ500以上）、鋼管、ダクタイル管使用

の場合、40㎜を基本とするが、40㎜を超える粒径を一部含む材料（C-40等）についても実証実験からその利用に

おける安全性が確認されている。ただしC-40等を使用する際には、先行事例を参考に施工する等の注意が必要と

なる。 

埋め戻し材は原則として基床部と管頂部までは良質の同一材料で施工する。 

（以上、コスト削減に係る設計基準の見直しによる。） 

 

口径  (㎜) 基床厚 (㎝) 

  200 以下    10 以上 

  250～ 450    15 以上 

  500～ 900    20 以上 

 1,000～2,000未満    30 以上 

 2,000 以上   0.2Dc以上 

Dc：管の外径（㎝） 
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基礎材料 

基礎材料については、現在一般的に使用される SP、SW 材に加えて、15%≦細粒分（75μm 以下）の材料を含ん

だ GF、SFも使用できることとし、現地発生材の利用範囲を広げる。 

土質分類 日本統一分類 判 定 設計支持角 摘  要 

 レキ質土   G,GS,GF,GP,GSP 

 GF 

 良好 

 良 

120 

 90 

 φ300以下の小口径管は粘性土以上を使用。 

 それ以上の口径は砂質土、レキ質土を使用。 

 砂質土   SW,SGW 

 SP,SGP,SF 

 良好 

 良 

120 

 90 

 粘性土  ML，CL  やや良  60 

注)設計支持角については、管頂部まで埋め戻した場合である。 

 

1)管埋設断面及び基礎材別による管体構造計算に用いるe'の設定管体構造計算に用いる土の受動抵抗係数:e'は、次

項「FRPM構造計算諸元一覧表」に示すとおりである。 

基礎、埋め戻し材：礫質土（C-40）・・・・表参照 

〃    ：砂質土（SP）・・・・・表参照 

2)管材費及び基礎材、埋め戻し材資材単価口径、管級ごとの管材費は別表「FRPM管m当たり工事費」参照 

基礎材、埋め戻し資材単価は次に示す通り。 
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6.4 管体の横断方向の設計 

   6.4.1 計算条件・計算結果 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)設計に採用した諸数値・計算式・判定基準及び設計計算結

果を一覧表等で記述する。 

b)計算結果に関して、設計上の留意事項等があれば箇条書等

で説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.4 管体の横断方向の設計 

 6.4.1 計算条件・計算結果  

（例） 
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項    目 記   載   要   領 記   載   例 

6.4.2 標準構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.5 管体の縦断方向の設計 

 

 

6.6 耐震設計 

 

a)設計結果を標準構造図に明示する。 

b)図の様式・規格は発注者の指示によるが、水理設計結果の

標準断面図と共通化してもよい。 

c)5.5.2 に準じて説明事項を付記又は添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)縦断方向の検討を行った場合は、その内容を 6.4 に準じて

記述する。 

 

a)耐震設計の検討内容及びその結果を記述する。 

b)耐震設計は技術書 P.224「耐震設計のフローチャート」を参

考に行う。 

6.4.2 標準構造図 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.5 管体の縦断方向の設計 

（例） 該当なし 

 

6.6 耐震設計 

（例）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図○.○ 耐震設計のフローチャート 



Ⅰ－１４８ 
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項    目 記   載   要   領 記   載   例 

6.6.1 設計条件 

(1)管体仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)埋設条件 

 

 

 

 

(3)荷重条件 

 

 

 

 

 

(4)地震力条件 

 

 

 

(5)地盤条件 

 

a)耐震設計を行う設計条件を記述する。 6.6.1 設計条件 

    (1)管体仕様 

（例） 

1)流量・用途 Q=2.0m3/sec(農業用水専用) 

2)鋼管呼び径 RD=1200㎜ 

3)管外径 D=1219.2㎜ 

4)管厚 t=11㎜ 

5)送水方式 自然流下、クローズドタイプ 

6)仕様管種 STW 400A 

7)ヤング係数 E=2.0×108kN/m2 

8)ポアゾン比 ν=0.3 

9)線膨張係数 α=1.2×10-5/℃ 

10)許容ひずみ（レベル 1） δx1=0.110% 

(2)埋設条件 

（例） 

1)土被り h=1.2m 

2)道路状態 アスファルト舗装道路 

3)軟弱地盤区間（盛土区間） L=100.0m 

4)盛土高さ h’’=1.0m 

5)温度変化量 Δt=20℃（水温観測データより） 

 (3)荷重条件 

（例） 

1)自動車荷重 Pm=100kN/輪（T-25） 

2)衝撃係数 I=0.3 

3)鉛直方向地盤反力係数 kw=9800kN/m3 

4)埋設位置の土の単位体積重量 γt=18kN/m
3 

5)重量係数 γ=1.00（レベル 1） 

(4)地震力条件 

（例） 

1)構造物の重要度区分 B種 

2)基礎面における設計水平震度の標準値 K’h10=0.15 

3)地域別補正係数 Cz=1.0（地域区分 A） 

(5)地盤条件 

（例）                                          表-○.○ 地盤条件 

層 層厚 H1(m) 土質 平均 N値 

1 5.0 沖積層 砂質土 1 

2 5.0 沖積層 砂質土 2 

3 10.0 沖積層 砂質土 3 

4 20.0 沖積層 砂質土 20 

計(H) 40.0    

基盤  洪積層 砂質土 50 
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6.6.2 応答変位法を用いた検 

討 

(1)管体発生ひずみの検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)土地改良事業計画設計基準・設計「パイプライン」技術書

P.235を参考に応答変位法を用いた検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 地盤モデル図 

6.6.2 応答変位法を用いた検討 

   (1)管体発生ひずみの検討 

（例）1)常時の管体発生ひずみ 

    ①内圧による軸方向ひずみ 

           

ここに、ν：鋼管のポアゾン比（0.3） 

         Pi：内圧（kN/m2） 

         D：外径（m） 

         t ：管厚（m） 

         E：鋼管のヤング係数（kN/m2） 

         

    ②自動車荷重による軸方向ひずみ 

           

    ここに、 ：自動車荷重による軸方向ひずみ 

         Wm：自動車荷重（39.901kN/m2） 

         D：外径（1219.2㎜） 

         t ：管厚（11.0㎜） 

         E：鋼管のヤング係数（2.0×105kN/m2） 

         In：断面二次モーメント（7.62×10-3m4） 

                 Zn：断面係数（1.25×10-2m3） 

         Kv：鉛直方向地盤反力係数（9800kN/m3） 
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  ③温度変化による軸方向ひずみ 

           

    ここに、 ：温度変化による軸方向ひずみ 

         α：鋼の線膨張係数（1.2×10-5/℃） 

         Δt：温度変化（20℃） 

                

    ④不同沈下による軸方向ひずみ 

不同沈下によって溶接鋼管に発生する軸方向ひずみの計算に際しては、盛土による地盤の沈下を対象とした計算

を行う。 

 
 

図-○○ 不同沈下想定図 

溶接鋼管を弾性床上の梁とし、最大曲げモーメントは、「構造力学公式集」（土木学会）によると、以下の M1 また

は M2のいずれか大きな値によって、安全側に近似することができる 

      

      

      

  

    ここに、Wd：鉛直土荷重（kN/m） 

         β：基礎の特性値（m-1） 

         L：軟弱地盤区間（100.0m） 

         γt：土の単位体積重量（18kN/m3） 

         h：土かぶり（1.2m） 

         h’’：盛土の高さ（1.0m） 

         D：外径（1.2192m） 

         Kn2：管軸方向の地盤の剛性係数（21044.8kN/m2） 

                 E：鋼管のヤング係数（2.0×108kN/m2） 

         Ip：鋼管の断面二次モーメント（7.62×10-3m4） 
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    よって、M1<M2なので、最大発生ひずみは以下のように求まる。 

    

 

    2)地震時の管体発生ひずみの検討 

    ①地震のせん断弾性波速度 

 
 

    ここに、VDS：表層地盤の平均せん断弾性波速度（m/s） 

         Hi：第 i層厚（m） 

         VSi：第 i層のせん断弾性波速度（m/s） 

 

表-○○ せん断弾性波速度の推定計算式（せん断ひずみとの関係） 

層 
層厚

Hi(m) 
土層 

ひずみ

レベル 

平均

N値 
算定式 

せん断弾性波

速度 VSi(m/s) 

 

表

層

地

盤 

1 5.0 沖積層 砂質土 10-3 1 61.8N0.211 61.8 0.0809 

2 5.0 沖積層 砂質土 10-3 2 61.8N0.211 71.5 0.0699 

3 10.0 沖積層 砂質土 10-3 3 61.8N0.211 77.9 0.1284 

4 20.0 沖積層 砂質土 10-3 20 61.8N0.211 116.3 0.1720 

計 40.0       0.4512 

基

盤 
  洪積層 砂質土 10-4 50 205N0.125 334.3  
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  表-○○ せん断弾性波速度 

層 
層厚

Hi(m) 
土層 

ひずみ

レベル 

平均

N値 
算定式 

せん断弾性波

速度 VSi(m/s) 
 

表

層

地

盤 

1 5.0 沖積層 砂質土 10-3 1 61.8N0.211 61.8 0.0809 

2 5.0 沖積層 砂質土 10-3 2 61.8N0.211 71.5 0.0699 

3 10.0 沖積層 砂質土 10-3 3 61.8N0.211 77.9 0.1284 

4 20.0 沖積層 砂質土 10-3 20 61.8N0.211 116.3 0.1720 

計 40.0       0.4512 

基

盤 
  洪積層 砂質土 10-4 50 205N0.125 334.3  

 

   

 

    ②表層地盤の特性値（固有周期） 

      

 

    ここに、TG：表層地盤の特性値（s） 

         Hi：第 i層厚（m） 

         VSi：第 i層のせん断弾性波速度（m/s） 

    ③地震動の波長 

      

      

      

      

    ここに、L：地震動の波長（m） 

                L’：みかけの波長（m） 

                TG：表層地盤の特性値（1.80s） 

                VDS：表層地盤のせん断弾性波速度（88.7m/s） 

                VBS：基盤のせん断弾性波速度（334.3m/s） 
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  ④地盤の剛性係数 

     

 

     

 

    ここに、Kg1：管軸方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数（kN/m2） 

                Kg2：管軸直角方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数（kN/m2） 

         

         Vs：管路位置での表層地盤のせん断弾性波速度（61.8m/s） 

                 

         C1、C2：地盤の剛性係数に対する定数（C1=1.5、C2=3.0） 

        よって、地盤の剛性係数 Kg1、Kg2は、次のようになる。 

     

 

     

 

    ⑤速度応答スペクトル 

    aレベル１地震動 

          基礎地震動の単位震度当たりの速度応答スペクトル Sv は、表層地盤の固有周期 TG に応じて、技術書の図-9.6.4

（下の図-○○）から求める。 

 

図-○○ 設計用速度応答スペクトル Sv（レベル１地震動） 

 

上図より、表層地盤の固有周期 TG=1.80s の場合の基盤地震動の単位地震当たりの速度応答スペクトル Sv は、以下

のように求まる。 
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      ⑥レベル１地震動の基盤面における設計水平震度 

        

    ここに、K’h1：レベル１地震動の基盤面における設計水平震度 

        Cz：地域別補正係数（1.0）（A地域） 

表-○○ 地域別補正係数 Cz 

地域区分 地域別補正係数 C2 

A 1.0 

B 0.85 

C 0.7 

 

        K’h10：レベル１地震動の基盤面における設計水平震度の標準値（0.15） 

     

 

    ⑦管軸位置の地盤の水平位振幅 

        

    ここに、Uh1：管軸位置の水平変位振幅（m） 

        Sv：基盤地震動の単位地震当たりの速度応答スペクトル（0.80m/s） 

        TG：表層地盤の特性値（1.80s） 

             K’h1：地表面から管路中心までの深さ（h’=h+D/2=1.8096m） 

                H：表層地盤の厚さ（40.0m） 

              

 

    ⑧地盤変位の伝達係数 

         

    ここに、α1：軸方向の地盤変位の伝達係数 

                α2：軸直角方向の地盤変位の伝達係数 

        λ1：地盤変位の伝達係数に係わる係数（0.0355m-1） 

        λ2：地盤変位の伝達係数に係わる係数（0.3428m-1） 

         L：波長（252.4m） 

                 L’：みかけの波長（356.9m） 

                 

                 

         ただし、係数λ1、λ2は 
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      ここに、Kg1：管軸方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数（10522.4kN/m2） 

Kg2：管軸直交方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数（21044.8kN/m2） 

                 E：管のヤング係数（2.0×108kN/m2） 

        AP：管の断面積（4.175×10-2m2） 

     

        IP：管の断面二次モーメント（7.62×10-3m4） 

         

 

         

 

⑨管軸方向への地盤ひずみ 

    aレベル１地震動 

           

    ここに、εg1：管軸方向への地盤ひずみ 

Uh1：管軸位置での地盤の水平変位振幅（0.0437m） 

L：地震動の波長（252.4m） 

      

 

    ⑩埋設管路の軸ひずみ 

    aレベル１地震動 

      

    ここに、ε1L：埋設管路の軸ひずみ 

        α1：管軸方向の地盤の伝達係数（0.803） 

        εG1：管軸方向への地盤ひずみ（5.44×10-4） 

     

 

    ⑪埋設管の曲げひずみ 

    aレベル１地震動 

       

    ここに、ε1L：埋設管路の軸ひずみ 

        α2：管軸直角方向の地盤の伝達係数（1.000） 

        D：管の外径（1.2192m） 

                L：地震動の波長（252.4m） 

                εG1：管軸方向への地盤ひずみ（5.44×10-4） 
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  (2)耐震性の照査 

 

 ⑫軸ひずみと曲げひずみの合成ひずみ 

    aレベル１地震動 

 

    ここに、ε2x：軸ひずみと曲げひずみの合成ひずみ 

        γ1：重畳係数（1.00） 

        ε1L：管の軸ひずみ（4.37×10-4） 

                ε1B：管の曲げひずみ（1.65×10-5） 

     

  (2)耐震性の照査 

（例）                                           表-○○ 照査結果 

名称 レベル 1 

設計内圧 0.008% 

自動車荷重 0.006% 

温度変化 0.024% 

不同沈下 0.003% 

地震時 0.044% 

軸方向ひずみ合計 0.085% 

許容ひずみ 0.110% 

 

上表により、軸方向ひずみは、レベル１地震動において、許容範囲以下である。したがって、鋼管、STW400A の使用が

可能である。 
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6.7 液状化の判定 

6.7.1現地盤の液状化の判定 

 

a)埋め戻し土の液状化の有無の判定を行う。 

 

6.7  液状化の判定 

6.7.1 現地盤の液状化の判定 

（例）現地盤の砂質土層が、以下の 3つの条件すべてに該当する場合には、地震時に液状化が生じる可能性がある。 

・地下水位が現地盤面から 10m以内にあり、かつ、現地盤面から 20m以内の深さに存在する飽和土層 

・細粒分含有率 FCが 35%以下の土層、又は、FC が 35%を超えても塑性指数 Ipが 15以下の土層 

・平均粒径 D50が 10㎜以下で、かつ、10%粒径 D10が 1㎜以下である土 

   ここでは、これに該当する区間として、軟弱地盤 L=100m区間について判定する。 

   本区間は、重要度 B種であるので、現地盤の液状化判定は、レベル 1地震動（タイプⅠ）で検討する。 

   また、土質、地下水位条件は、調査結果より表○.○の通りとする。 

   液状化の判定は、標準貫入試験から得られた N 値等の土質条件に基づいて、深度 1m 毎に行うことが多いが、表○.○に

は、土層ごとの代表的な FL値の計算例を抜粋して示す。 

 

   液状化に対する抵抗率：FL=R/L 

    ここに、R/L：繰り返し三軸強度比 

        R：動的せん断強度比 R=cwRL 

                L：地震時せん断応力比 L=γdkhgσv/σ’v 

                         Cw：地震動特性による補正係数 

        γd：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 

        khg：液状化の判定に用いる地盤面における設計水平震度 

σv：全上載圧（kN/m2） 

σv’：有効上載圧（kN/m2） 

表-○○ FL値法による液状化の判定表 

地

層 

土層 深度 

GL 

m 

層厚 

 

m 

地下

水位 

hw 

m 

飽和

層厚 

γt1 

湿潤

重量 

γt2 

kN/m3 

飽和

重量 

γt2 

kN/m3 

水中重

量 

γ’t2 

kN/m3 

N値 

N 

平均

粒径 

D50 

㎜ 

10%

粒径 

D10 

㎜ 

細粒

分含

有率 

Fc% 

塑性

指数

Ip 

1 砂質土 -5.0 5.0 0.0 5.0  18.0 20.0 10.0 1 2 0.1 5 0 

2 砂質土 -10.0 5.0 0.0 5.0 18.0 20.0 10.0 2 2 0.1 5 0 

3 砂質土 -20.0 10.0 0.0 10.0 18.0 20.0 10.0 3 2 0.1 5 0 

4 砂質土 -40.0 20.0 0.0 20.0 18.0 20.0 10.0 20 2 0.1 5 0 
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  6.7.2埋戻し土の液状化の判定 

  (1)判定方法 

 

 

 

 

 

 

 

  (2)判定事例 

 

 表-○○ FL値法による液状化の判定表 

地

層 

液状

化対

象層

の判

定 

せん断応力比 Lの算定   動的せん断強度比 R タイプ

Ⅰ地震

動

FL=R/L 

Γd σV σ’V Khg=0.15 L ＜砂質土＞ RL タイプⅠ 

C1 C2 N1 Na Cw R 

1 対象 0.925 100 50 0.15 0.278 1 0 1.42 1.42 0.081 1 0.081 0.2919 

2 対象 0.850 200 100 0.15 0.255 1 0 2.00 2.00 0.096 1 0.096 0.3765 

3 対象 0.700 400 200 0.15 0.210 1 0 1.89 1.89 0.093 1 0.093 0.4429 

4 － 0.400 800 400 0.15 0.120 1 0 7.23 7.23 0.182 1 0.182 1.5167 

地層 1、2、3 は FL≦1.0 であるので液状化すると判定されることから下図のとおり過剰間隙水圧が消散しやすく、液状

化抵抗力の高い材料である砕石で埋め戻すものとする。 

6.7.2 埋戻し土の液状化の判定 

(1)判定方法 

（例）埋戻し土の液状化による被害の可能性について、以下の条件全てに該当する場合がないか検討する。すべてに該当す

る場合には液状化の被害の可能性があると判断する。 

①地下水位が高い場合（GL-3m 以浅） 

②埋設深度が深い場合（管きょの土被りが GL-2.0m以深、かつ地下水位以下） 

③周辺地盤が軟弱な場合（緩い砂地盤（おおむね N値≦15）、軟弱粘性土地盤（おおむね N値≦7）等） 

 ただし、②の埋設深さの条件について、管きょの土被りが GL-2.0m より浅い場合でも液状化の可能性を否定できないこ

とから対象路線の重要性や対策の経済性を考慮し対応を検討することが望ましい。 

  (2)判定事例 

（例）軟弱地盤 L=100m 区間は、地下水位が高い軟弱砂質地盤であるが、土被りが約 1.2m（2.0m 以下）であり周辺の地形条

件等も踏まえて埋戻し土の液状化の可能性は低いと判断した。 
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第 ７ 章 附帯施設の設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.1 調圧施設 

 

7.1.1 位置の選定 

 

 

(1) 附帯施設について、設計条件・設計方針に基づいて実施し

た設計過程と結果を記述する。 

(2) 附帯施設のうち、検討の結果設置しないものについては、

その理由を記述する。 

(3) 発注者の指定により構造図を作成する場合は、設計に要求

される精度に見合う表示内容とし、5.5.2 に準じて説明事

項を付記又は添付する。 

(4) 設計計算資料等は巻末等に添付する。 

 

a)比較検討の過程についても記述する。 

b)キャビテーション対策・維持管理等に関する比較検討の経過

も付記する。 

 

 

第 ７ 章 附帯施設の設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.1 調圧施設 

 

7.1.1 位置の選定 

（例）   1)○○幹線 

調圧水槽の設置場所としては、水頭損失を極力抑えるために、動水位と同程度の標高に設置することが望まし

い。 

○○分水工から△△分水工までの○.○○km区間に稜線を越える箇所があり、同水位と同程度の標高となる。 

このうち 2箇所について比較検討を行い位置決定する。 

(1)位置 

   A 案…B案より○○○m上流側の稜線付近。（No.○○+○○. ○○○） 

      B案…A 案より○○○m下流側の稜線付近。（No.○○+○○. ○○○） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図-○.○ 比較検討位置図 
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(2)標高・動水位 

   A 案は、B案に比べて埋設深が浅いため、施設規模を小さくできる。 

表-○.○ 標高等比較表 

比較案 A案 B案 備考 

地盤高(m) ○.○○ ○.○○  

埋設深(m) ○.○○ ○.○○  

動水位(m) ○.○○ ○.○○  

： ： ：  

 

 

(3)維持管理の比較 

    

表-○.○ 維持管理比較表 

比較案 A案 B案 備考 

維持管理 

近隣に、道路が無いた

め、点検作業等が困難で

ある。 

道路が近くにあるため、

常時・緊急時の双方とも

に管理しやすい。 

 

 

(4)建設費・維持管理費 

表-○.○ 建設費・維持管理費比較表 

比較案 A案 B案 備考 

建設費(千円) ○,○○○  ○,○○○   

維持管理費(千円/年) ○○○  ○○○   

： ： ：  

： ： ：  

 

(○)位置選定理由 

   上記比較検討の結果から、維持管理が容易でライフサイクルコストの安価となる。○案を採用する。 
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7.1.2 規模・構造 

 

 

 

 

 

7.1.2 規模・構造 

（例）   調圧水槽の形式には、下図のように1)ディスクバルブによるもの、2)自動水位調整弁（オートバルブ）によるも

の、3)電動弁＋水位計の自動制御によるもの、があるが、2)については、小口径（概ねφ600mm以下）で静水圧○.

○MPa以下（キャビテーションにより制限される）での使用となる。ゴミなどへの対応としてストレーナが必要であ

り、維持管理上手間がかかることと、全開時のバルブ損失や作動水圧が大きいことから、幹線水路の調圧方式には

向かない。 

以上から1)と3)について検討を行う。 

 

1)ディスクバルブによるもの 

構造が簡単であり、経済的で駆動のための動力等も不要である。このため、一般的に多く採用される方式で

あるが、流量が大きい場合は複数台となりバルブの振動等の問題がある。 

また、異物を挟んだ場合には全閉ができなくなるため、余水吐が必要である。 

このタイプの場合には、遠方からの制御はできない。 

調圧水槽の容量は、噴流の減勢のための容量と水撃圧を発生しないための最低限の容量を確保する。(通常は

減勢のための容量で大きな水撃圧は発生しない。下流分水工バルブの操作速度によって支配される。) 

2)電動弁＋水位計の自動制御 

電動弁（減圧量が大きいので、ゲートタイプのバルブ）を水位計により自動制御するものであり、調圧水槽

が小規模の場合には、減圧弁が高価となるためディスクバルブによるものより不経済となる。また、駆動の

ための電源が必要である。 
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ゴミや異物等が詰まったら、全開にして放流することが可能であるが停電等に対応するため、余水吐は必要で

ある。 

このタイプのバルブは遠方からの制御が可能であり、場合によっては流量の調整も可能である。 

調圧水槽の容量は水位による自動制御を行うため、バルブのハンチングやオーバーシュートを防止するための

水面積が必要である。（これまでのシミュレーション等の経験から安定した操作制御を行うには20分程度の容量

は必要である。） 

本地区に計画する、幹線調圧水槽は水理ユニットの分割と静水圧の減勢が主目的であることから、維持管理が

用意で、且つ経済的なディスクバルブ方式とする。 

 

・調圧水槽水位 

調圧水槽の水位（LWL）は該当分水工の必要水位を満足する水位で決定される。 

調圧水槽の有効水深は通常2m～3mが多く採用される。調圧水槽の制御上からは水深が浅く水面積が大きい水槽

が好ましいが、本地区の場合水槽設置地点が山頂部または斜面に設ける場合が多く、用地的な制約条件が大き

いため、2mを標準として有効水深を採用するものとした。 

・調圧水槽の容量 

調圧水槽の容量は次の容量より構成される。 

1)バルブ制御のための容量 

ディスクバルブ等のフロート弁については、その作動水深とその下に放水時のエネルギー減勢拡散のた

めの容量を確保する。 

・調圧水槽の構造諸元 

場所     減圧弁   口径      HWL      LWL        B×L×H 

○○調圧水槽  ディスク  φ315mm    325.50m    323.50m   3.6×6.2×4.0 

○○  〃      〃       φ315mm    330.50m    328.50m   4.0×6.5×4.0 

○○調圧水槽    〃       φ600mm    313.00m    310.50m   6.4×9.7×7.0 

 

1)有効水深 ------ 標準は2mとし、地形条件によってこれが確保できない場合は、水面積が極端に小さくな

らないようにする。 

2)構造 ---------- RC構造の有蓋（除塵機を設置する場合は無蓋）とし、調圧水槽部分はファームポンドと

同様の構造とする。 

3)管理ゲート ---- バルブ減圧室と調圧水槽の間にはオリフィス形式または越流形式の流量調整が可能な

ゲートを設ける。 

4)余水吐 -------- 原則として、設計流量を放流できる余水吐を設ける。 

5)流出工 -------- 空気を混入しないための水被り(シール)を確保し、管理用のゲートを設ける。 
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図-○.○ 調圧水槽図概要図 
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7.2 分水施設 

 

 

a)7.1 に準じる。 

b)流量変動に対してどのように対処するかについても併記す

る。 

 

 

7.2 分水施設 

（例） ○○分水工 

始点より○.○○km地点に位置し、○○用水路と△△用水路に分岐している。 

本線側（○○用水路）がφ○○○○mmのダブル配管で、分岐側(△△用水路)がφ○○○○のシングル配管となる。 

表-○.○ ○○分水工バルブ形式決定表 

検討項目 ○○用水側 △△用水側 

Qminキャビテーション 多孔オリフィス弁直列 1台 多孔オリフィス弁直列 1台 

Qmaxキャビテーション 多孔オリフィス弁直列 1台 多孔オリフィス弁直列 1台 

最大開度 

(限界最大開度) 

76% 

(85%) 

82% 

(85%) 

最小開度 

(限界最小開度) 

28% 

(10%) 

27% 

(10%) 

台数分割 直列では対象口径が存在し 

ないため 2台並列とする。 

下流への転用を考慮し□□分水

工での最小口径で決定。 

φ1350×並列 2台 

φ1200×直列 1台 

決定 φ1350多孔オリフィス弁 

並列 2台 

φ1200多孔オリフィス弁 

直列 1台 

注意)  Qminキャビテーションは「表-○.○ 直列方向必要台数の計算表 Qmin時」を参照。 

Qmaxキャビテーションは「表-○.○ 直列方向必要台数の計算表 Qmax時」を参照。 

最大開度(限界最大開度)は「表-○.○幹線制御バルブの機種・口径の選定」を参照。 

台数分割は下表の「表-○.○ 台数分割比較表」を参照。 

 

表-○.○台数分割比較表 

検 討 項 目 十郷用水側 河合春近用水路側  

1
台
案 

機   種 φ2600 
ゴムシートバタ弁 

直列１台 

φ1200 
多孔オリフィス弁 

直列１台 
採用 

 

価
格 

弁価格 
継手価格 

計 

   53,800 
    8,090 
   61,890 千円 

   13,360 
    1,719 
   15,079 千円 

分
割
案 

機   種 φ2000 
ゴムシートバタ弁 
直列 1台×2台並列 

採用 

φ800 
多孔オリフィス弁 
直列 1台×2台並列 

価

格 

弁価格 
継手価格 

計 

   20,360×2 
    3,558×2 

   47,836 千円 

    8,850×2 
     939×2 

   19,578 千円 
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                        表-○.○ 分水方式比較表 
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                   ○○分水工構造図（その 1） 
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○○分水工構造図（その 2） 
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7.3 量水施設 

 

 

 

 

a)7.1 に準じる。 

 

 

 

 

7.3 量水施設 

（例） 流量計は分水工に設置し、設定流量制御2型で流量制御する。 

設定流量制御2型は、設定流量によりバルブを制御する場合に、処理装置・調節計（デジタルコントロールなど）の演

算機構を用い、追値制御を行う制御方式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 流量制御模式図 

 

本地区の分水工は流量制御の対象となり、流量計で分水管理を行う。このような場合、流量計は一般的に電磁式もし

くは超音波式が採用されるが、電磁式は高価であること、また農業用水であるために厳格な精度（数%以内）は要求さ

れないこと等を勘案し、超音波式を採用する。 

尚、ウォルトマン流量計は精度が荒く、使用時の流速も最大1.5m/s程度と遅い。更に小流量（20%以下）の計測も難し

いため対象外としている。 
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7.4 通気施設 

(1)空気弁工の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)空気弁工の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5 余水吐 

 

a)7.1 に準じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

a)7.1 に準じる。 

b)余水の放流先対策に関しても記述する。 

 

7.4 通気施設 

（例）(1)空気弁工の配置 

空気弁工を配置するにあたっての基本的な考え方は、次に示す通りである。 

1)管路内へ流入する取水口の直下に設ける。 

2)平坦な勾配から急に下り勾配になる地点に設ける。 

3)下り勾配に設けられた制水弁の直下流に設ける。 

4)上り勾配に設けられた制水弁の直上流に設ける。 

5)路線内の高位部に設ける。 

6)下り勾配内でも管路勾配が変化している地点で必要と思われる地点に設ける。 

7)路線の起伏のない直線区間でも、延長が長いときは概ね400m程度の間隔に設ける。 

(2)空気弁工の構造 

空気弁工の構造は、高性能で容積が小さい水道用急速空気弁を採用する。 

空気弁は水管橋のように人の近づかないところでは露出のままでよいが、埋設管路に取付ける場合は芽室を設け

て格納する。 

弁室の構造は鉄筋コンクリートまたは鉄筋コンクリートブロック造りとし、弁の修理のため人が入れる程度の大

きさとする。上部には人が通れる程度の鉄蓋を設け、空気弁は弁室の側方に設置して、室内の片側をあけて作業

に便利なようにしておく。また、基礎が直接本管に乗らない構造とする。 

 

 

7.5 余水吐 

（例） ○○放流工 

現況では、○○幹線の余水量は、○○地点で△△川へ放水している。 

本設計においても、ここで余放水を行う。 

構造はチェック工と余放水工を兼用し、スタンドの構造は○○型とする。 

余水吐の位置と放流先の流量制限の有無の確認は、前年度業務までに現況水路で余水・放水施設が設けられてい

る地点では、計画においても余水吐を設置可能と判断されている。 

越流水深 

上流への堰上げと落下時の騒音を考慮して、最大余水時の越流水深が○○cm以下となるように余水吐の越流幅を

決定する。 

最大余水量 

計画余水量は、最大流量を取水している時に分水工が閉鎖され、かつ、チェック工の水位調節ゲートが故障して

全閉状態の場合にも安全に通水できるように次式のようにする。 

計画余水吐流量 ＝ 上流側最大流量 ― 下流側計画流量の80% 

余水吐の構造は、越流式とする。 
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7.6 排泥施設 

 

(1)排泥工の設置目的 

 

 

 

 

 

(2)排泥工の配置及び構造 

 

 

(3)排泥弁の配置方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 、b)上記に準じる。 

 

 

 

 

 

  取水量 Q0 

 

 

 

 

余水吐天端標高 

設計流量と80%流量の二次側水槽水位の高い方に○.○m加えて、余水吐天端標高とする。 

この○.○mは、風等による水面動揺による無効放流を防ぐためである。 

放水工の流量 

放水工ゲートは現況と同等の施設規模とする。ただし、○○チェック工には、河川横断工の制水弁が設置される

ので、この場合には上流側最大流量を排除できる規模とする。最終的には管理者との協議となるが、了解は得ら

れる見込みとされている。 

放水工の構造は、ゲートによるオリフィス式とする。 

 

7.6 排泥施設 

（例） 充水時や緊急時等の排泥施設操作を考慮して、放流先や減勢方法及び構造を検討する。 

(1)排泥工の設置目的 

パイプラインに附帯する排泥施設の設置目的は次の通りである。 

a.パイプライン埋設直後の洗浄水の排除 

b.常時の維持管理の為の排水 

C.かんがい期終了時の管内水の排水 

d.パイプライン補修時の管内水の排水 

(2)排泥工の配置及び構造 

原則としてパイプライン内の水を完全に排水するものとし路線の低位部で、河川排水路の排水先が近い地点を選ん

で排泥工を設ける。 

(3)排泥弁の配置方法 

排泥弁の配置方法は次の 2種類がある。 

a.排泥弁のみ設置する場合 

小口径の場合及び本管の縦断勾配が大きく、流入土砂が泥吐き管付近に多く滞積すると考えられ、しかも

排泥分岐管の容量が大きくとれる場合で、この排泥弁を開くことにより滞泥が放流されると考えられる場

合に適用する。 

b.本管に1個の制水弁を設置し、これを挟んで2個の排泥弁を置く場合 

本管の管径が大きく、縦断勾配が小さく、前項a.の方法によると一方の排泥が終わり他方の排泥を行うと

き、排泥完了側に排泥中の土砂が流入する恐れのある時等、前項a.の配置では、効果が不十分な場合はこ

の配置とする。 

チェック工 

余水吐 

余水量 Qy=Q1-(Q1-(q1+q2+q3))×0.8 

q3 q2 分水量 q1 

Q1=Q0 

計画流量の 80％を流す 

Q2=(Q1-(q1+q2+q3))×0.8 
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7.7 水撃圧緩衝装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)設計条件 

 

 

 

 

 

 

 

(2)基本データ 

 

a) 7.1 に準じる。 

 

 

 

 

7.7 水撃圧緩衝装置 

（例）  先に、サージングの検討において求めたフライホイール計算結果から、ポンプから350m付近にワンウェイサージタ

ンクを設けるものとする。このときのタンクの有効高さを2.5mとして諸数値を決定すると、図-○.○送水管路縦断図

のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 送水管路縦断図 

 

(1)設計条件 

1)計画揚水量    120m3/min (1台当り:60m3/min) 

2)水   位    吸水位 EL25.00m 

吐水位 EL60.00m 

3)実 揚 程    60.00-25.00=35.00m 

4)ポンプ台数    2台 

5)送水管路     管径1,200mm 

管路長1,000m 

管種鋼管(SS400) 

管厚12mm 

6)電   源    50Hz,6kV,1回線受電 

(2)基本データ 

1)ポンプ仕様   形   式  横軸両吸込単段渦巻ポンプ 

口   径  700mm 

吐 出 量  60m3/min 

全 揚 程  48m 

回 転 数  730rpm 

ポンプ効率  83.5% 

2)台数と運転状態 最大並列台数 2台 

最大吐出量  120m3/min(2.0m3/s) 

3)原動機の種類  形   式  巻線形三相誘導電動機 

出   力  650kW 

回 転 数  730rpm(8P) 

周 波 数  50Hz 

電   圧  3,000V 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)容量計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)タンクの概略寸法 

 

 

 

4)送水管の縦断図 図-○.○ 送水管の縦断図の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 送水管の縦断図 

 

(3)容量計算 

ワンウェイサージタンクの概略容量は、下式の剛体理論式で求めるものとする。正確には、コンピュータ等を

用いて、弾性理論によって求める必要がある。 

 

 

 

 

ここに、Vav:ワンウェイサージタンクの有効容量(m3) 

Q ：管路の運転時流量(m3/s) 

H1：吸水槽水面とサージタンク水面間の実揚程(水位差)(m) 

H2：サージタンク水面と吐水槽水面の実揚程(水位差)(m) 

A1：管路(ポンプ～ワンウェイサージタンク間)の断面積(m2) 

A2：管路(ワンウェイサージタンク～吐水槽間)の断面積(m2) 

L1：管路(ポンプ～ワンウェイサージタンク間)の長さ(m) 

L2：管路(ワンウェイサージタンク～吐水槽間)の長さ(m) 

ｇ：重力の加速度(m/S2) 

α：安全係数  α≒2～2.5 

 

 

 

 

 

 

(4)タンクの概略寸法 

タンクの直径 

 

 

 

 

 

 

D=1.8m   ただし,h=2.5m 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

7.8 除塵施設 

 

 

 

(1)除塵の方法及び費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.9 制水弁 

(1)幹線制水弁の機能 

 

 

 

 

 

 

 

(2)幹線制水弁位置の検討 

 

a)7.1 に準じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)7.1 に準じる。 

 

7.8 除塵施設 

（例） 本地区のパイプラインは○○ダムから調整池までは開水路トンネルで送水され、調整池以降はグローズド形式のパイ

プラインで送水されるが、調圧水槽やファームポンドに蓋がないと、落ち葉や枯れ木などが混入し、パイプラインの通

水を阻害したり、末端の散水機器の故障の原因となってしまうことになる。 

(1)除塵の方法及び費用 

パイプラインでの除塵については、その位置や構造から、アウトライン型とインライン型が考えられる。 

1)アウトライン型 

アウトライン型は、ダムからの取水口やファームポンドの出口など、開放部分からパイプラインに移行する部

分においてネット式トラベルスクリーン等でゴミを一括除去するものである。 

2)インライン型 

インライン型は、パイプラインの途中で圧力がかかったまま管内のゴミを除去するものであり、セルフスク

リーンと呼ばれるものである。設置の場所は末端配管のローテーションブロックの入口となる。 

両者の比較を行うと、以下のようになり建設コストはインライン型が安くなるが、維持管理費はアウトライン

型がより安くなる。 

*FP支配面積が 160ha とした場合の費用比較 

インライン型    アウトライン型 

建設コスト     2,500千円×11個     32,000千円 

管理単価      @60千円         @200千円 

回数/年       11個          2回×1個 

維持管理費     660千円         400千円 

インライン型は、規模が大きくできないため、個数が多くなり、維持管理の手間がかかり過ぎることから、除塵

機は個数が少なく、維持管理が容易なアウトライン型を使用するものとする。 

除塵は、開水路区間の終点でパイプラインの始点となる○○ファームポンド（調整池）で行うものとする。 

7.9 制水弁 

（例） (1)幹線制水弁の機能 

幹線制水弁は、パイプラインの安全や維持管理に必要な施設であり、特に緊急時の通水停止や初期充水時の操作

等で重要な施設である。基準書より制水弁が必要となる位置は以下のとおりである。 

1)主要な分岐点、ポンプ吐出側、調整池の流入流出口 

2)フロート弁、水位調整弁等の直上流 

3)排泥工設置場所（洗管や管内水の放水のため） 

4)重要な横断施設（伏越や水管橋、推進工による国道や高速道等の横断部） 

5)特殊な箇所もなく、分岐のない区間でも、点検修理や充水管理を考慮して、1～3kmに 1箇所程度設ける。 

(2)幹線制水弁位置の検討 

安全管理及び初期充水管理を考慮して,1区間の充水時間が8時間を超えないように制水弁位置を決定する。 

幹線制水弁工の位置は、幹線水路施設模式図及び、概略縦断図に示す。 

 



Ⅰ－１７５ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(3)制水弁の機種 

 

 

 

 

 

 

 

7.10 管理用道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)7.1 に準じる。 

 (3)制水弁の機種 

制水弁については、仕切弁(スルース弁)とバタフライ弁があるが、それぞれの適用については以下の通りとす

る。 

1)流量の制御を伴う場合は、小口径でもバタフライ弁とする。 

2)維持管理及び充水管理を目的として設ける場合には、経済性からφ450㎜以下は仕切弁とし、φ500mm以上

はバタフライ弁とする。 

3)制水弁は手動式とするが、遠方制御や流量制御を伴う場合には、電動式とする。 

 

7.10  管理用道路 

（例）  管路が埋設されている上部を管理用道路として使用する。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 ８ 章 環境との調和への配慮 

8.1 計画の概要 

 

 

 

 

8.2 設計の要点 

 

 

 

基本設計において、環境との調和への配慮に関する概要、検討

内容及びその結果等を記述する。 

 

・「環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計

の手引き１－基本的な考え方・水路整備―」を参考に、当該業

務で検討した内容等を具体的に記述する。 

 なお、水理計算、構造計算等の詳細については、前述の該

当する各章に記述するものとする。 

第 ８ 章 環境との調和への配慮 

8.1 計画の概要 

（例）  当該幹線用水路改修に当たり、県、市町、土地改良区等の関係機関の意見・提言を受けながら、「○○○事業○○

○検討委員会」において環境整備構想が策定され、自然と調和した景観等に配慮した施設整備を行うことで計画決

定されている。 

 

8.2設計の要点 

（例）  既設開水路の○○区域には、○○ボタルが生息している。しかし、幹線用水路のパイプライン化に伴い、一般区間

は既設用水路（底幅 1.0m程度の土水路）を取り壊す計画である。 

このため、○○区域周辺においては、○○ボタルの生息の場および○○ボタルの餌となる○○貝等の保護を目的と

して、既設用水路を撤去せず、ホタルの生息に配慮した水路として整備する。 

 

既設用水路には、生息調査において多くの○○ホタルが生息している事が確認されている。以下に配慮の概要を示

す。 

      1)水辺と陸地の連続性を持たせるため、左岸についてはふとん篭を斜めに設置する。 

      2)前年度工事で発生した玉石を水路底に敷き、珪藻類の繁殖を促すと共に、ホタルの幼虫およびその餌となる○

○貝の生育の場とする。 

      3)山側の法面の雑木林は残すと共に、周辺に自生するセリやシダを植えてホタルの成虫の休息場所を造る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図-○.○ 平面図                    図-○.○ 断面図 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 ９ 章 コスト縮減対策 

 

 

 

 9.1 コスト縮減対策の提案等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  9.1.1 ****工に関するコスト 

縮減対策の検討 

 

 

 

 

  9.1.2 ****施設に関するライ 

フサイクルコスト低減 

の検討 

 

 

 

当該業務で実施したコスト縮減対策に関し、検討の視点、内

容及びその結果等、成果物への反映状況を具体的に記述す

る。 

 

・「農業農村整備事業等コスト構造改善プログラム」（平成 20

年 4月 2日付け農村振興局長通知）に基づく、具体的なコ

スト縮減施策の取り組みを行うため、当該業務で検討した

具体的内容を記述する。 

 

・コスト縮減に資する検討項目（新材料や新工法の採用・ライ

フサイクルコストの低減に資する施設の導入・環境負荷の軽

減や環境に配慮した施設の検討等）として、当該業務の受注

者の提案等に基づき実施した検討内容（比較検討の過程や結

果）を整理し記述する。 

 

・また、検討の前段として、上記によりコスト縮減施策を提

案・検討するに至った経緯（提案の前提条件、提案者は甲か

乙か）、検討による効果（縮減費用や環境負荷の軽減内容）

等についても具体的に記述する。 

 

 

第 ９ 章 コスト縮減対策 

 

 

 

 9.1 コスト縮減対策の提案等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  9.1.1 ****工に関するコスト縮減対策の検討 

 

 

 

 

 

  9.1.2 ****施設に関するライフサイクルコスト低減の検討 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

第 10 章 施工計画 

10.1 工法の選定 

 

 

 

 

a)工法の選定に当たって、比較検討した工法（選定工法含む）

の概要と評価結果及び選定の理由を記述する。 

 

 

 

第 10 章 施工計画 

10.1 工法の選定 

（例）  本水路は改修水路であるため、かんがい期では通水、冬期に施工といった手順を繰り返し築造される特徴がある。 

国営幹線工事が完工するまで期間を暫定期間とするが、本水路が長大パイプラインでかつ工事期間が多年度に渡るた

めに、暫定期間の送水方式と施工方法の樹立が重要である。 

将来のクローズドパイプラインに対して暫定期間では幹線支線を問わず既設開水路への注入が基本となる。そのため

将来計画（末端パイプライン化）での動水位は当面必要とされず、開水路への分水位が確保されれば良い。 

施工方法としては図に示す 1)サイホン形式と 2)クローズド形式の 2つに大別されるが両者の特徴を比較すると下表の

通りとなる。 

 

暫定期間の施工方式比較表 

 サイホン形式 クローズド形式 

施 工 区 間  当面、幹線分岐工と直接分水工は残置し既設
ゲートによる幹線分岐を続ける。 
 パイプの施工は用水路の上下流を問わず任意
の区間設定が可能となるため工事位置が区間設
定の自由度が高い。 

 既設の水路勾配がパイプラインの動水勾配よ
りも穏やかとなる区間（幹線下流区間）では採
用が難しい。 

 上流から順次施工する。そのため工事計画
の樹立に自由度はない。開水路への放流は減
圧バルブにて行い減圧バルブは施工区間に応
じて下流に転用する。 

水 頭  計画最大流量時では現況に対して殆ど差はな
いが、小流量時では管路内の損失水頭が僅かな
ためサイホン呑口では低下背水が発生する。 

 パイプライン区間は計画水位まで上昇す
る。 

分 水 方 式  幹線の水位は低いため通常のバタフライバル
ブまたは仕切弁で流量コントロールが可能とな
る。幹線がクローズド化され、支線パイプライ
ンが未施工の場合、開水路注水のために減圧バ
ルブが必要となる。 

 幹線水位は計画水位となるため減圧バルブ
で放流する。 

送 水 方 式  従来通り開水路タイプの送水方式となる。サ
イホン区間はシールを確保することにより空気
混入は回避できる。従って流況も安定してい
る。 

 動水勾配線は始点水位（WL=34.0m）を基点
として形成されるため直接分水工や管路終点
（開水路への放流点）では余剰水頭が発現す
る。そのため流量コントロールが必要とな
り、耐キャビテーション用の減圧バルブから
開水路に放流する。 

開水路との接続  サイホン始終点ではトランシジョンが必要と
なる。 
 呑口トランシジョンではシール（50 ㎝又は
1.5V２/2gのうち大なる方）を確保する。 
 シール確保のために吐出側の堰上げする方法

も考えられる。 

 上流からの施工のため管路終点には開水路
への接続水槽が必要とされる。 
 出口での流速は速いため接続水槽は衝撃型
減勢工の型式となる。 
 末端バルブのキャビテーション対策として

二次側にサイホンブレーカ又は堰上げ施設の
設置も考えられる。 

水 管 理 方 式  従来通りの供給主導型の水管理方式となり、
管理施設の更新はパイプラインがクローズド化
されるまで行わない。 
 従って、管理機器の更新時期が延長できる。 

 施工区間内の幹線分岐工と分水工は集中管
理（需要主導型）の対象となり、機器の更新
が必要となる。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

(1)施工方法 

 

 

 

 

 

(2)施工順序 

 

 

 

(1)施工方法 

現況開水路はおおむねI=1/○○○の勾配を有し、上流区間では複数の落差工により水路の縦断が決定している。 

サイホン形式の施工は、この開渠下にパイプラインを布設し、現況の送水方式を維持しながらパイプライン化を

行う方式である。パイプライン布設は任意の区間で施工が可能なため工事計画の樹立が容易となる。 

パイプライン化が進み、上流からサイホンを接続する。この段階ではパイプラインはクローズドとなり末端では

減圧施設が必要となる。 

(2)施工順序 

施工順序は各幹線同様の方法となるため○○用水について説明する。 

1)第 1段階 

サイホン形式によるパイプライン化に着手する。水理的に施工が可能となるのは○○用水の上流、中流区間

となる。下流区間の施工は管路勾配が動水勾配よりも緩やかなために困難である。 

サイホン延長は年度毎の施工延長と管路始点呑口のシール確保により決定するため比較的自由に工区分けが

出来る。 

○○分水工、○○分水工、○○分水工の幹線分岐工については現在のゲート分水工をそのまま残置し、従来

通りの水管理を行う。 

2)第 2段階 

サイホン施工が完了した時点でパイプラインをクローズド化する。クローズド化は上流より行い、パイプ終

点には制御弁を設ける。 

制御弁は、流量コントロールが可能なバルブを転用する。 

バルブには減圧機能が要求されるため、耐キャビテーション対策を講じる。その方法として、ア)低キャビ

テーション用のバルブとする。イ)バルブ二次側の水位を上げる。等があげられる。 

クローズド化の単位は中央管理所からの集中管理の対象となる幹線分岐点を目標とする。 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

  施工方法は地質により素堀り工法と矢板施工に大別され道路・鉄道等の横断箇所は一部推進工法を採用する。 

本地区は広大な水田地帯内での工事が多いため、工事用道路・心土仮置き・資材置き等の仮設スペースが確保されて

いると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      図-○.○ 施工一般図 

 

一方、住宅等に挟まれた狭険部では施工スペースが十分確保されない。このような区間では地域住民の社会生活に支

障を来さないよう、以下に示す浅埋設工法とする。 

1)既設開水路を撤去しない。2)レールを敷設し台車で管を運搬する。3)無筋コンクリート又はエアモルタルで管側を

充填し従来の転圧作業を省略する。等により低振動・低騒音で工期の短縮を図る。 

                   図-○.○ 標準断面図 
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工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.2 仮設計画 

 

 

 

 

 

 

10.2.1 仮設用地計画 

 

 

10.2.2 工事用道路計画 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.2.3 用水確保計画 

   

(1)水位低下への対策 

 

a)地域の実情・施工条件等を検討して、工法・工程計画等に即

して策定した仮設計画を記述する。 

b)設計に採用した規模・構造・区間等を一覧表で記述する。そ

の算定根拠は巻末等に添付する。 

c)仮設施設等の設計に用いた荷重・土質条件・強度等の条件を

明示する。 

 

a)工事に必要な施工基地、仮設備ヤード等の位置・概略の規模

等を記述する。 

 

a)施工区域への工事用車両等の進入路計画等を記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)工事施工期間中に既設水路等の通水確保を要する場合の仮設

計画を記述する。 

 

10.2 仮設計画 

 

 

 

 

 

 

10.2.1 仮設用地計画 

（例）   本地区は広大な水田地帯内での工事が多いため、工事用道路・心土仮置き・資材置き等の仮設スペースが確保さ

れていると言える。 

10.2.2 工事用道路計画 

（例）   幹線道路からの工事車両の進入は、市道○○線（L=○.○○km、幅員 ○.○○m）を利用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○.○ 進入道路位置図 

10.2.3 用水確保計画 

（例）   既設分水工の取扱い 

(1)水位低下への対策 

将来の分水工は既設分水工を統合して計画されている。従って、幹線からの分水は既設分水工への注水を前

提とする。幹線管路の施工に伴い分水工は将来計画地点に統廃合することを原則とする。 

幹線水位は暫定通水時ではオープンタイプパイプラインであるため、現況開水路と同等であるが、小流量時

では現施設以下に水位が低下する。 

そのため、暫定通水時では計画流量を通水し、かんがい期の水位維持を図る。 

サイホンの吐出水槽には必要に応じて堰上げ施設を設け幹線水位を維持する。 
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(2)分水流量確保の対策 

 

(2)分水流量確保の対策 

将来管路の動水位は高く、その減圧方法が問題となるが、暫定通水時では管路はサイホン形式のオープンタ

イプパイプラインであるために、水位は現況開水路と同等となる。下図に示す通り、基本としては旧分水工

を廃止、新分水工に統合して管路施工を行う。 

 

 

統合分水工と旧分水工の間隔が離れている場合は、管路の損失水頭が大きく水位が不足するために計画通り

の分水が行えない場合もある。 

そのような場合は下図に示す通り暫定的に直接分水工を設ける。 
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10.2.4 仮排水計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)排水量の決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)工事施工期間中に必要な仮排水の位置・規模について記述す

る。 

b)既設施設改修の場合等で、工区割りと施工順序に関する特記

事項があれば併記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       図-○.○ 分水工概要図 

10.2.4 仮排水計画 

（例1）     No.○○＋○○.○○～No.○○＋○○.○○区間において仮設ヤード設置のために撤去が必要なる既設排水路の仮

廻しを行う。 

仮排水路の構造は過去の工事実績より、下幅Ｂ＝○○○mmの台形土水路とし、表面の侵食を防止するためにビニー

ルシートを敷設する。 

道路横断部については土被りが浅くなることからコルゲートパイプを使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

          図-○.○ 一般部標準断面図             図-○.○ 道路横断部標準断面図 

    (1)排水量の決定 

     (1.1)基準雨量 

近傍の雨量観測所「○○観測所」の昭和○○年～平成○○年までの○○年の降雨記録から工事期間（○

月～○月）における1/○年確率降雨量とする。別紙○○の結果、日雨量は○○mm/dayとなる。 

     (1.2)流出率 

流出率は、○.○○とする。 （設計基準「○○○○」P○○ 表-○.○.○) 
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  (1.3)降雨強度 

          
n

T
24

24
24r

1r 







⋅=  

           

 

     (1.4)単位排水量 

         Artf
360
1

q ×××=  

         ha/s/m015.081.105.0
360

1 3=××=　　  

     (1.5)排水量 

         A=5.60 ha  （別紙○○資料） 

         Q=0.015×5.60=0.084m3/s 

 

（例 2）  既設排水施設は、用排兼用水路であるため、一般部は仮排水が必要であるが、○○工区については、下図のよう

に既設放水工から下流○.○○km において集水区域がない。従って○○工区の仮排水には、既設放水工を設置しな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    図-○.○ 模式図 

 

○
○
工
区

×
×
工
区

△
△
工
区

集水区域

集水区域

○

○

川

放水路工
既

設

○

○

用

排

水

路

hrmm /81.10
2/1

1
24

24
53

=





⋅=　　



Ⅰ－１８５ 

工 種 パイプライン   

項    目 記   載   要   領 記   載   例 

10.2.5 その他 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.3 工事用資・機材計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)特注を要する資材・機械等の確保計画を記述する。 

b)一般的な資材・機械等に関する記述は省略してよい。 

 

10.2.5 その他 

（例）   水替工の設計 

     地下水位が GL-○.○○m付近に確認されているため、水替工の検討を行う。 

 

      q=4×K×ro×h            （○○○基準 P○○） 

q：揚水量                       (m3/s) 

ro ：床堀半径（ro=∑L/(2π)）     (m) 

∑L：床堀周長                     (m) 

         h：水位差                       (m) 

         k：透水係数                     (m/min) 

 

∑L = 5.024×2＋π×3.00 = 19.47m 

ro= 19.47/(2π)        = 3.099m 

h = 1.80m 

k = 6.00×10-4m/min 

 

q = 4×6.00×10-4×3.099×1.800 

           = 0.013m3/min 

         ※従って、釜場排水工法（φ50 1台）を計画する。 

  

10.3 工事用資・機材計画 

（例）  ○○サイホン（No.○○＋○.○○～No.○○＋○.○○）のシールド工事においては、シールド機を工場製作する。 

    シールド機製作については、県内の A社、B社、C社の 3社が製作可能である。 

 

     ・掘削機種：泥土圧シールド掘削機（セグメント外径φ○○○○mm） 
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10.4 施工計画 

(1)施工順序 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)施工方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.5 環境対策 

 

a)施工手順及び施工方法の概要を記述する。 

b)一般的な工法の場合は、施工方法の記述を省略してよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)施工条件・設計方針に基づいて策定した工事施工に関する環

境保全対策を記述する。 

 

10.4 施工計画 

(1)施工順序 

（例）  工事の基本的な施工順序は、下図のフロー図の通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)施工方法 

（例） 工区割り 

本水路は口径が大きく1工区の発注単位も数百mになると予想される。幹線水路は既設開水路でこれを撤去し、パイ

プラインを布設していくことになる。そのため一般部は用地の買収もなく自由な工区設定が可能である。本水路は

サイホン施工を原則とするためパイプラインは上流から施工する必要がなく、任意な工区設定が可能である。 

幹線の下流域は管路の動水勾配に対して既設水路の縦断勾配が緩やかになるためサイホン施工は困難になる。この

区間については頭首工からの管路が水理的に一連のパイプラインとしてつながった時点で施工を行う。 

○○分水工等の幹線分岐工は極力残置し最後に工事を行う。これにより水管理の方法や施設の更新を遅らせること

が出来る。 

 

10.5 環境対策 

（例） 本地区は集落近接地区であるため、工事に伴う騒音、振動及び交通阻害等に対する対策として、コンクリート構造物

取壊しに当たっては圧砕工法を、鋼矢板打設に当たっては圧入工法を採用する。 

始 

終 

準備工 

基礎工 

管体工 

既設コンクリート水路取壊
 

仮設設置 

土木掘削 

土工埋戻 

仮設撤去 

原型復旧 

後片付け 

継目試験 
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10.6 工程計画 

 

a)概算工事期間を、その根拠を添えて明記する。 

b)既設施設改修の場合等で、工区割りと施工順序に関する特記

事項があれば併記する。 

 

10.6 工程計画 

（例） 幹線施工 

図-○.○ 幹線施工工程図 

1)1年目施工の始終点には現況開水路へのトランシジョンを設置する。 

2)2年目以降も同様にサイホン施工を行う。ただし、施工位置は任意である。 

3)n年目で幹線分岐工上流のサイホン施工を終了する。(下流域でサイホンがあっても構わない。) 

4)n+1年目で幹線分岐工工事。上流側の未施工部分（トランシジョン）についても管路施工を行う。 

この段階で幹線分岐工上流のクローズド化が完了する。 

5)次のクローズド化を上記と同様の手順で行う。 

6)下流域はサイホン施工が水理的に不可能なため上流のクローズド化が終了したら順次上流より施工す

る。 

 

分水工施工 

直接分水工は既設開水路の注水を目的としている。そのため比較的高減圧が可能な制御弁を採用している。パイ

プラインがクローズド化された場合にこれらのパイプが必要となるが、支線（県営）管路の施工が比較的早期に

開始される場合は通常のバタフライ弁での制御も可能となるため、実施設計の際は県営計画も十分考慮する必要

がある。 
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第 11 章 工事費の概算 

11.1 概算条件 

 

 

 

 

 

11.2 工事費概算書 

 

a)概算方法・概算の前提条件及び概算時点等を記述する。 

 

 

 

 

 

a)単価表・内訳明細書の構成は、工事費総額を水路の区間別・

規模別等に容易に分析できるように工夫する。 

b)概算数量計算書・単価表・その他工事費概算のために作成し

た資料は、巻末等に添付する。 

 

第 11 章 工事費の概算 

11.1 概算条件 

（例） m当り工事費 

・管材単価の主要なものはメーカー資料によった。 

・土工費等の単価は近傍地区の単価によった。 

・その他必要に応じて積算資料によった。 

・100mに 3箇所（実施設計区間の平均より）の異形管、スラストブロック等の金額を含む。 

11.2 工事費概算書 

（例） 

表-○.○ 管路工工事費総括 

名 称 
工事価格 

（千円） 

延長 

（ｍ） 

管径 

（ｍｍ） 
備 考 

幹線 

○○幹線 

 

○○○,○○○ 

 

○,○○○ 

 

φ○○○○ 

 

○○幹線 

○,○○○,○○○ 

○,○○○,○○○ 

○,○○○ 

○○,○○○ 

φ○○○○ 

φ○○○～φ○○○ 

 

○○幹線 

○○○,○○○ 

○○○,○○○ 

○,○○○ 

○,○○○ 

φ○○○ 

φ○○○～φ○○○ 

 

幹線計 ○,○○○,○○○ ○○,○○○   

支線     

○○支線 － －   

○○支線(1) ○○○,○○○ ○,○○○ φ○○○  

  〃  (2) ○○,○○○ ○○○ φ○○○  

  〃  (3) ○○,○○○ ○○○ φ○○○  

○○支線 ○○○,○○○ ○,○○○ φ○○○  

○○第 1支線 ○○,○○○ ○,○○○ φ○○○  

○○第 2支線 ○○,○○○ ○,○○○ φ○○○  

○○支線 ○○,○○○ ○,○○○ φ○○○  

○○支線 ○○,○○○ ○,○○○ φ○○○  

○○支線 ○○,○○○ ○○○ φ○○○  

○○支線 ○○○,○○○ ○,○○○ φ○○○  

支線計 ○,○○○,○○○ ○○,○○○   

幹支線計 ○○,○○○,○○○ ○○○,○○○ 
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第     号 

○○ 幹 線 水 路      工 事 費 明 細 書 

 

金  ○○○,○○○  千円  

内 訳  支配面積  ○,○○○ha  以上 

DCIPφ○,○○○   L=○,○○○m 

名 称 種 類 数 量 単位 単 価 金 額(千円) 番号 摘 要 

1.管布設工 φ○○○○DB 種 ○,○○○.○ m ○○○,○○○ ○○○,○○○   

 φ○○○○DA 種 ○○○.○ m ○○○,○○○ ○○○,○○○   

   m     

        

小 計  ○,○○○.○   ○○○,○○○   

2.附 帯 工        

制水弁工  ○ ヶ ○○,○○○,○○○ ○○,○○○   

空気弁工   ○ ヶ ○,○○○,○○○ ○,○○○   

流量計工  － ヶ ○,○○○,○○○ －   

排 泥 工  ○ ヶ ○,○○○,○○○ ○,○○○   

○○工  ○ ヶ ○,○○○,○○○ ○,○○○   

小 計     ○○,○○○   

3.舗装復旧工        

 B=○.○○m ○,○○○.○ m ○○,○○○ ○○,○○○   

小 計     ○○,○○○   

        

計     ○○○,○○○   

        

諸経費 ○○%計上    ○○○,○○○   

        

合 計     ○○○,○○○   
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第 12 章 今後の課題 

 

 

12.1 調査に関すること 

 

 

 

 

 

12.2 設計内容に関すること 

 

(1) 実施設計段階でさらに検討すべき事項及び実施設計に当

たって留意すべき事項を、様式の項目別に記述する。 

 

a)調査すべき事項とその方法等。 

 

 

 

 

 

a)データ不足等のために基本設計段階で詰めきれなかった事

項・水理シミュレーションの必要性・その他。 

 

第 12 章 今後の課題 

 

 

12.1 調査に関すること 

（例）  調整池の位置と構造 

トンネルの出口に設置する○○FP（調整池）については、容量が 1 万 m3 を超える大きなものとなり、容量や水

位及び地耐力等からの制限があるため、更に詳細な地形測量、地質調査の必要がある。 

調査後の詳細な地形図、地質資料をもとにトンネルの路線及び坑口の選定を含めて、位置の確定を行う必要があ

ると考えられる。 

12.2 設計内容に関すること 

（例）  1)幹線パイプラインの管種選定 

公道下(町道及び広域道)等道路幅が十分にある曲がりの少ない区間では、曲管及びスラストブロックの個数が

少ないダクタイル鋳鉄管の方が経済的であるが、集落内道路等の幅の狭い曲がりくねった道路下に埋設する場

合や、河川横断部等曲管が多く発生する場合には、スラストブロックの不要な鋼管が有利である。 

また、掘削土の埋戻土への利用度合によっても、経済性が左右されることから、上記のような鋼管が有利とな

る条件下では、実施設計において、再度鋼管とダクタイル管での経済比較によって最終決定する必要がある。 

また、このように鋼管とダクタイル管が交互に有利となる場合には、施工性や完成後の維持管理を含めて、最

終的に管種決定する必要がある。 

2)取水施設の構造と操作方法 

トンネルの開水路化により、ダムからの取水がインラインではなくて開水路への放流となることから、取水放

流施設（ジェットフローゲートと減勢池）となる。放流施設については規模や配置・構造について今後、河川

協議やダム工事との調整のため、更に詳細な検討が必要である。 

3)調圧水槽の設置 

○○幹線と○○幹線の調圧水槽については、上流側の余剰水頭が殆どないため、幹線水路の路線や口径などが

変更されると、水位（HWL,LWL）及びバルブ口径が変わるため、実施設計の前には上流区間の詳細な水理計算を

行い、到達水位が満足されるか確認しておく必要がある。 

また、調圧水槽から下流の実施設計を行う場合には、調圧水槽の位置が変わると、設計内圧が変わるため、調

圧水槽の位置の確定及び用地の確保を先行して行っておく必要がある。 

4)ファームポンド位置の検討 

本検討において、ファームポンド位置の検討に際しては、1/5,OOO地形図を基に工事用道路や敷地造成を考慮し

て位置検討をしているが、地形の状況や地質の状況、用地取得の問題によっては、構造や形状の変更が必要と

なることも考えられる。 

5)ファームポンドの構造形式 

大部分のファームポンドの規模が2000m3を超えること、場所が山腹斜面や鞍部となることから、敷地造成の経

済性及び水蜜性、維持管理より、総合的に経済的な円形PCを基本とした。 

実施設計において、地形測量により用地面積が大きく変化する場合は、RC構造形式も有利となるので、実施設

計では、地質条件を考慮したPC形式とRC形式の比較検討により構造形式の最終決定を行う必要があるものと考

える。 
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12.3 工事費に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.4 その他 

 

a)工事費縮減に関する課題・提言・その他。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)環境対策・その他。 

 

12.3 工事費に関すること 

（例）  1)水管理計画について 

現計画における水管理計画では、管理レベルは各ファームポンドの流量を中央管理所から遠方監視するまでのレ

ベルとしている。しかし、伝送機器の費用が大きいことや、伝送費用などの維持管理費が大きい。耐用年数が10

年と短く、更新費用も大きいことから、更新時の土地改良区の負担増となる。パソコンを利用した簡易型遠方集

中管理システムの導入に向けた検討をし、建設費や維持管理費のコスト縮減に努める必要があるものと思われ

る。 

2)ファームボンドの統廃合については、統合することにより、建設コストも維持管理費も安くなることが明らかで

あるが、ファームポンドは末端の営農計画に直接影響するものであり、県営等の末端計画や付帯事業にも大きな

影響を与えるので、今後、○○県や地元市町村等と協議して、統廃合が可能なものについては、統廃合の検討を

行っていく事が望ましいと考えられる。 

 

12.4 その他 

（例）  調整池の余水の放流に関しては、付近の放流可能な渓流までパイプラインで排水するものとしたが、河川の放流能

力や、放流方法についての確認が必要である。 

 

 


